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(57)【要約】
携帯電話またはデジタルカメラなどの携帯用ハンドヘル
ド電子デバイスのためのハウジングが開示される。デバ
イスは、左側部および右側部を有するハウジングを有す
る。左側部および右側部のうちの少なくとも一方は、好
ましくは、電話の長さ全体に沿って、またはデバイスの
約上半分または３分の１以内に、電子デバイスの把持を
強化する一体の表面特性または表面構造を設けられる。
【選択図】図７Ｄ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　左側部、右側部、ディスプレイを有する前面、および後面を有する、本体であって、前
記右側部および前記左側部のうちの少なくとも一方は、凹所を間に画定する少なくとも２
つの突出部を含む強化された把持表面構造を備える、本体、
を含む、強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項２】
　前記左側部にも前記右側部にも強化された把持表面構造を含む、請求項１に記載の強化
された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項３】
　前記左側部および前記右側部の各々に少なくとも２つの凹所を含む、請求項２に記載の
強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項４】
　前記突出部は、前記本体に一体に取り付けられる、請求項１～３のいずれか一項に記載
の強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項５】
　第１の数の凹所を前記左側部に、第２の異なる数の凹所を前記右側部に備える、請求項
１～４のいずれか一項に記載の強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイ
ス。
【請求項６】
　前記凹所は少なくとも約２ｍｍの深さを有する、請求項１～５のいずれか一項に記載の
強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項７】
　前記凹所は少なくとも約０．５インチの幅を有する、請求項１～６のいずれか一項に記
載の強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項８】
　少なくとも１つの外面を有する、本体と、
　前記本体の前記外面上に露出される、カメラレンズと、
　前記カメラレンズから離間し、かつ互いに離間する、少なくとも複数の発光デバイスを
含む、照明デバイスと、
を含む、強化された写真用照明を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項９】
　前記照明デバイスは前記カメラレンズの周囲に沿って延びる、請求項８に記載の強化さ
れた写真用照明を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項１０】
　前記照明デバイスは前記本体の周囲に沿って延びる、請求項８に記載の強化された写真
用照明を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項１１】
　ハンドヘルド電子デバイスハウジングを製造する方法であって、
　左側部、右側部、ならびに前方を向く面および後方を向く面を有するハウジングを製造
するステップであって、前記左側部および前記右側部の少なくとも一方は、前記電子デバ
イスに強化された把持表面構造を提供するために、凹所を間に画定する少なくとも２つの
横向きの突出部が前記電子デバイスの最後の組み立ての後に前記電子デバイスの横面上で
露出されたままになるように、前記凹所を間に画定する前記突出部を少なくとも２つ含む
、前記ハウジングを製造するステップ、
を含む、方法。
【請求項１２】
　前記強化された把持表面構造は前記左側部にも前記右側部にも設けられる、請求項１１
に記載のハンドヘルド電子デバイスハウジングを製造する方法。
【請求項１３】
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　前記左側部および前記右側部の各々に少なくとも２つの凹所が設けられる、請求項１１
または１２のいずれかに記載のハンドヘルド電子デバイスハウジングを製造する方法。
【請求項１４】
　前記突出部は機械加工プロセスによって形成される、請求項１１～１３のいずれか一項
に記載のハンドヘルド電子デバイスハウジングを製造する方法。
【請求項１５】
　前記突出部は成形プロセスによって形成される、請求項１１～１３のいずれか一項に記
載のハンドヘルド電子デバイスハウジングを製造する方法。
【請求項１６】
　前記突出部は、前記最終の電子デバイスの組み立ての完了前に前記ハウジングに取り付
けられる、請求項１１～１３のいずれか一項に記載のハンドヘルド電子デバイスハウジン
グを製造する方法。
【請求項１７】
　前記突出部は、表面の少なくとも２つの領域を押し込んでそれらの間に突出部を残すこ
とによって形成される、請求項１１～１３のいずれか一項に記載のハンドヘルド電子デバ
イスハウジングを製造する方法。
【請求項１８】
　第１の数の凹所を前記左側部に、第２の異なる数の凹所を前記右側部に設けるステップ
を含む、請求項１１～１７のいずれか一項に記載のハンドヘルド電子デバイスハウジング
を製造する方法。
【請求項１９】
　前記凹所を、少なくとも約２ｍｍの深さを有するように形成するステップを含む、請求
項１１～１８のいずれか一項記載のハンドヘルド電子デバイスハウジングを製造する方法
。
【請求項２０】
　前記凹所を、少なくとも約０．５インチの幅を有するように形成するステップを含む、
請求項１１～１９のいずれか一項記載のハンドヘルド電子デバイスハウジングを製造する
方法。
【請求項２１】
　左側部、右側部、上部、下部、ディスプレイを有する前面、および後面を有する、本体
であって、前記右側部および前記左側部は、左を向く凹所および右を向く凹所を画定する
ように、左に突出する少なくとも２つの拡張部および右に突出する少なくとも２つの拡張
部を含む、強化された把持表面構造を備え、前記凹所は、約１．０から約２．０インチの
範囲内の最もうまく収まる曲率半径を有し、前記本体の上半分に位置決めされる、本体、
を含む、強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項２２】
　前記左側部および前記右側部の各々に少なくとも２つの凹所を含む、請求項２１に記載
の強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項２３】
　前記左側部および前記右側部の各々の前記少なくとも２つの凹所は、前記本体の長さに
沿って対称的に離間される、請求項２１または２２に記載の強化された把持表面構造を有
するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項２４】
　前記突出部は前記本体の一体部品である、請求項２１～２３のいずれか一項に記載の強
化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項２５】
　前記本体の下半分に沿って滑らかな外側の側壁を含む、請求項２１～２４のいずれか一
項に記載の強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項２６】
　前記凹所は少なくとも約０．０６２５インチの深さを有する、請求項２１～２５のいず
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れか一項に記載の強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。
【請求項２７】
　前記凹所は少なくとも約１．０インチの幅を有する、請求項２１～２６のいずれか一項
に記載の強化された把持表面構造を有するハンドヘルド電子デバイス。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［背景技術］
　ハンドヘルド電子デバイスの能力が進歩し続けている。例えば、携帯電話は能力が向上
し、今ではいわゆるスマートフォンに進化した。これら移動電話は、モバイルコンピュー
ティングプラットフォームに構築され、典型的な携帯電話より進歩したコンピューティン
グ能力および接続性を有する。最初のスマートフォンは、携帯情報端末（ＰＤＡ：ｐｅｒ
ｓｏｎａｌ　ｄｉｇｉｔａｌ　ａｓｓｉｓｔａｎｔ）の機能と移動電話またはカメラの機
能とを組み合わせたデバイスであった。最近のモデルの移動電話および他のハンドヘルド
電子デバイスは、携帯用メディアプレーヤ、デジタルのスチルカメラおよび動画ビデオカ
メラ、ＧＰＳナビゲーションユニットおよび追加の電子的な能力の機能を組み込む。
【０００２】
　現代のスマートフォンはまた、典型的には、高解像度タッチスクリーンと、標準的なウ
ェブページにアクセスしそれらを適切に表示できるウェブブラウザと、Ｗｉ－Ｆｉおよび
モバイルブロードバンドリンクを介した高速データアクセスとを含む。スマートフォン上
のアプリケーションプログラミングインタフェース（ＡＰＩ：ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　
ｐｒｏｇｒａｍｍｉｎｇ　ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）により、サードパーティのアプリケーシ
ョンが電話のオペレーティングシステムおよびハードウェアとより良好に統合することが
でき、携帯電話はより一般に独自のファームウェア上で動作する。様々なオペレーティン
グシステムが、Ａｎｄｒｏｉｄ（商標）、ｉＯＳ（商標）およびＷｉｎｄｏｗｓ（登録商
標）の電話（Ａｎｄｒｏｉｄ（商標）はＧｏｏｇｌｅ　Ｉｎｃ．の商標であり、ｉＯＳ（
商標）は、許可を得てＡｐｐｌｅ　Ｉｎｃ．によって使用されるＣｉｓｃｏ　Ｓｙｓｔｅ
ｍｓの商標であり、Ｗｉｎｄｏｗｓ（登録商標）はＭｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｃｏｒｐｏｒａ
ｔｉｏｎの商標である）を含む従来のスマートフォンを動作させる。消費者電子デバイス
と能力との合流が続く。このような能力は、電話能力を備えないタブレットおよび他のハ
ンドヘルドデバイスにも見つけることができる。
【０００３】
　ハンドヘルド電子デバイスの大幅な進歩にもかかわらず、これらデバイスの物理的な形
態はほとんど進化を見なかった。ほとんどが、多かれ少なかれ、滑らかなブロックのよう
な形状であり、前面、背面および側面がますます滑らかになる。この構成は、ユーザの手
から簡単に滑り、電話に損傷を与えて貴重なデータならびにハードウェアを失うリスクを
与える可能性がある。一部のアフターマーケットの着脱可能なカバーが提案されたが、こ
のようなカバーにより嵩および重量が増え、そうでなければ洗練された解決策を提供しそ
こなう。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本明細書に開示される本発明の一部は、静止摩擦を強化しユーザの手の中でハウジング
が滑ることに抵抗するために、隆起または起伏を有する修正された表面を有する、携帯電
話などのハンドヘルドモバイル電子デバイスのためのハウジングを提供する。
【０００５】
　本明細書に開示される本発明のうちの少なくとも１つの一態様によれば、強化された把
持表面構造を有する携帯電話などのハンドヘルド電子デバイスが提供される。電子デバイ
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スは、左側部、右側部、ディスプレイを有する前面、および後面を有する本体を含む。右
側部および左側部のうちの少なくとも一方は、凹所を間に画定する横向きに突出する拡張
部を少なくとも２つ備える、強化された把持表面構造を設けられる。
【０００６】
　本体の左側部にも右側部にも強化された把持表面構造を設けることができる。本体の左
側部および右側部のそれぞれに少なくとも２つの凹所を設けることができる。本発明の一
部の実装形態では、突出部は、電子デバイス本体に一体になるように取り付けられる。第
１の数の凹所を左側部に設け、第２の異なる数の凹所を右側部に設けることができる。
【０００７】
　少なくとも１つの凹所は、少なくとも約２ｍｍの深さおよび／または少なくとも約０．
５インチの幅を有する。
【０００８】
　一部の実装形態では、少なくとも１つの凹所は、前面上でなく、後面上に内側に延びる
起伏を画定する。さらに、一部の実装形態では、内側に延びる起伏は、前面上ではなく、
後面上ならびに右側部および左側部のうちの一方で延びる。
【０００９】
　本明細書に開示される本発明のうちの少なくとも１つの、別の態様によれば、携帯電話
ハウジングまたはデジタルカメラハウジングなどのハンドヘルド電子デバイスハウジング
を製造する方法が提供される。その方法は、左側部、右側部、ならびに前方を向く面およ
び後方を向く面を有するハウジングを製造するステップを含む。左側部および右側部のう
ちの少なくとも一方は、電子デバイスに強化された把持表面構造を提供するために、凹所
を間に画定する少なくとも２つの横向きに延びる突出部が電子デバイスの最後の組み立て
の後に電子デバイスの横面上で露出されたままになるように、凹所を間に画定する横向き
に延びる突出部を少なくとも２つ含む。
【００１０】
　強化された把持表面構造は、本体の左側部にも右側部にも設けることができ、本体の左
側部および右側部のそれぞれに少なくとも２つの凹所を備えることができる。
【００１１】
　突出部は、機械加工プロセス、成形プロセスによって、またはスタンピング、圧印加工
、曲げ加工によって、または他の変形プロセスによって、製造することができる。突出部
は、表面の少なくとも２つの領域を押し込んでそれらの間に突出部を残すことによって形
成することができる。あるいは、突出部は、別個の構成要素として設けられ、ハウジング
上に装着することができる。
【００１２】
　本製造方法は、第１の数の凹所を左側部に設け、第２の異なる数の凹所を右側部に設け
るステップを含むことができる。
【００１３】
　本方法は、少なくとも約２ｍｍの深さを有する凹所を形成するステップ、および／また
は少なくとも約０．５インチの幅を有する凹所を形成するステップを含むことができる。
【００１４】
　本明細書に開示される本発明のうちの少なくとも１つの、別の態様は、一部には、より
良好な照明解決策をスマートフォンまたは携帯電話などの個人用電子デバイスに利用でき
る低電力の小型ＬＥＤ照明が広範にわたって利用できることよって、写真用照明のための
電力要件が近年十分に低下したことの認識を含む。例えば、典型的にはスマートフォンお
よび携帯電話に含まれる、通常「カメラフラッシュ」と称される、低電力の写真用照明の
解決策であると当技術分野で認識される照明が、全ての写真の用途に関して写真用に最適
な照明を提供するわけではない。例えば、現在入手可能な携帯電話および他のハンドヘル
ド電子デバイスにおいて典型的な光の点が単一のタイプのフラッシュデバイスは、縁部が
シャープなコントラストの高い影を生み出すことがあり、これは一部の用途には望ましく
ない場合がある。
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【００１５】
　このように、一部の実施形態によれば、携帯電話などのハンドヘルドモバイル電子デバ
イスが、それに一体になった写真用の照明デバイスを含むことができ、その写真用の照明
デバイスは、携帯電話または他のデバイスのカメラレンズに関する少なくとも複数の光源
を含む。例えば、一部の実施形態では、照明デバイスは、カメラレンズの周囲に沿って延
びることができる。任意選択により、一部の実施形態では、照明デバイスは、ハンドヘル
ド電子デバイスのうちのカメラレンズに隣接する別の部分の周囲に沿って延びることがで
きる。ハンドヘルド電子デバイスに給電するために使用される電源によって直接的に照明
デバイスに給電することができる。したがって、携帯電話は、照明に給電するための追加
の電力供給装置を必要とせずに、強化された写真用照明から利益を享受することができる
。
【００１６】
　本明細書に開示される本発明のうちの少なくとも１つの、別の態様によれば、強化され
た写真用照明を有するハンドヘルド電子デバイスが提供される。電子デバイスは、少なく
とも１つの外面を有する本体を含む。電子デバイスは照明デバイスを含み、照明デバイス
は、一部の実装形態では、カメラレンズから離間し互いに離間する、少なくとも複数の発
光デバイスを備える。
【００１７】
　照明デバイスは、一部の実施形態では、カメラレンズの周囲に沿って延びる。一部の実
施形態では、照明デバイスは本体の周囲に沿って延びる。
【００１８】
　本明細書に開示される本発明のうちの少なくとも１つのさらに別の態様によれば、強化
された把持表面構造を有する携帯電話などのハンドヘルド電子デバイスが提供される。電
子デバイスは、左側部、右側部、上部、下部、ディスプレイを有する前面、および後面を
有する本体を含む。右側部および左側部は、左を向く凹所および右を向く凹所を画定する
ように、左に突出する少なくとも２つの拡張部および右に突出する少なくとも２つの拡張
部を備えることができる、強化された把持表面構造を設けられる。凹所は、約１．０から
約２．０インチの範囲内の最もうまく収まる曲率半径を有することができ、本体の上半分
以内に位置決めすることができる。
【００１９】
　本体の長さに沿って対称的に離間できる左側部および右側部のそれぞれに、少なくとも
２つの凹所を含むことができる。突出部は、一部の実装形態では、本体の一体部品である
。本体の下半分に沿って、滑らかな外側の側壁を含むことができる。
【００２０】
　様々な実装形態では、凹所は、少なくとも約０．０６２５インチの深さおよび／または
少なくとも約１．０インチの幅を有する。
【００２１】
　実施形態に応じて、上記で説明したハンドヘルド電子デバイスはいずれも、より一般的
に言えば、本開示全体を通して説明されるデバイスはいずれも、携帯電話とすることがで
き、または、その代わりに、タブレットまたはデジタルカメラなど異なるタイプのハンド
ヘルド電子デバイスとすることができる。例えば、実施形態に応じて、ハンドヘルド電子
デバイスは、限定するものではないが、以下のうちの１つまたは複数の任意の組み合わせ
を含むことができる：スチル撮影および／または動画撮影をできるデジタルカメラ、電話
能力（例えば、マイクロフォン、スピーカ、ならびに適切なハードウェアおよびソフトウ
ェア）、視聴画面、視聴画面とすることもできるタッチスクリーンなどのユーザインタフ
ェース、無線能力（例えば、無線ローカルエリアネットワーク［ＷＬＡＮ］インターフェ
ース）、およびウェブブラウジング能力。
【００２２】
　添付の図面および特許請求の範囲を併せて考察すると以下の好ましい実施形態の詳細な
説明から、本発明のさらなる特性および利点が明らかになるであろう。
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【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】一実施形態によるハンドヘルド携帯電話の正面図である。
【図２】図１の携帯電話の右側縁部の拡大概略図である。
【図３】実施形態による携帯電話ハウジングの単一の凹所の拡大概略図である。
【図４】右手操作用に線対称でないように再構成される、図１にあるようなハンドヘルド
携帯電話の正面図である。
【図５】選択される凹所に電子制御装置が位置決めされる、図４にあるような正面図であ
る。
【図６】起伏の小さい把持表面を有する実施形態による代替のハンドヘルド携帯電話の正
面図である。
【図７Ａ】実施形態による代替のハウジングプロフィルの概略図である。
【図７Ｂ】実施形態による代替のハウジングプロフィルの概略図である。
【図７Ｃ】実施形態による代替のハウジングプロフィルの概略図である。
【図７Ｄ】実施形態による代替のハウジングプロフィルの概略図である。
【図７Ｅ】実施形態による代替のハウジングプロフィルの概略図である。
【図８】実施形態によるデバイスの様々な電子面および特性を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　図１を参照すると、携帯電話１０などのハンドヘルド電子デバイスが示されている。本
明細書では主として携帯電話という文脈で説明されるが、本明細書では本発明は、携帯電
話機能の有無にかかわらず、デジタルのスチルカメラおよび動画カメラ、小型ナビゲーシ
ョン装置、モバイルインターネット機器、ハンドヘルドゲーム機、または以下で図８に関
連して論じられる機能のいずれかもしくは組み合わせを有するデバイスを含む、様々なハ
ンドヘルド電子デバイスのいずれにも利用可能である。
【００２５】
　携帯電話または他のハンドヘルド電子デバイスは、上縁部１４および下縁部１６を有す
るハウジング１２を含むことができる。その通常使用する際の向きで電話を見ると、携帯
電話１０は左側部１８、右側部２０およびディスプレイ２２を含む。ディスプレイ２２は
、当技術分野で理解されるように様々なアプリケーション、機能および情報を表示する。
ディスプレイ２２は、当技術分野で理解されるようにタッチスクリーン制御機構を組み込
むこともできる。
【００２６】
　ハウジング１２の寸法は電話の製造業者および機能に応じて大きく異なることがある。
例えば、ＨＴＣのスマートフォンは、高さ約１０４ｍｍ、幅約５５ｍｍ、厚さ約１２．８
ｍｍである。Ｓａｍｓｕｎｇ　Ｇａｌａｘｙ　Ｓ５は、高さ約１４２ｍｍ、幅約７２．５
ｍｍ、厚さ約８．１ｍｍである。ＬＧ　Ｇ２は、高さ約１３８．５ｍｍ、幅約７０．９ｍ
ｍ、厚さ約８．９ｍｍである。Ａｐｐｌｅ　ｉＰｈｏｎｅ　Ｓ５は、高さ約１２３．８ｍ
ｍ、幅約５８．６ｍｍ、厚さ約７．６ｍｍである。本明細書に開示される本発明のいずれ
かを組み込む携帯電話および他のハンドヘルド電子デバイスが、上記に列挙される最小限
から最大限の範囲内にあるか、または所望に応じてその範囲を超えるかもしくは下回るこ
とができる。上述の市販の製品の全てにおいて、左側部１８および右側部２０は本質的に
完璧に直線状である。対照的に、本明細書に開示される本発明のうちの少なくとも１つの
態様による携帯電話または他の電子デバイスの左側部１８および右側部２０のうちの少な
くとも一方は、把持を容易にするように曲がりくねった規則的な起伏のある表面を設けら
れる。
【００２７】
　起伏のある表面または縁部は、滑りおよび落下の可能性の低下した、締まり嵌めもしく
は摩擦を強化する表面構造またはデバイスの把持を容易にする構成を備えることができる
。それらは、以下に論じられるものを含む様々な形態で設けることができる。一般に、表
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面構造は、好ましくは、アフターマーケットで入手できるような着脱可能な携帯電話保護
ケースとは異なり、携帯電話のハウジングに恒久的に取り付けられる。強化された把持表
面は、機械加工、射出成形または他の作業などによってハウジングと一体形成することが
できる。あるいは、その表面は、オーバーモールド、粘着剤による接合もしくは取り付け
によって、ネジもしくは他の留め具を用いるような様々な技法のうちのいずれかによって
、またははんだ付け、溶接、ろう付け、圧入干渉インターロック構造もしくは当技術分野
で知られる他の取り付け技法などによって、製造または組み立ての時点で施すことができ
る。強化された把持表面は、好ましくは、意図される普通の使用の過程でユーザによる着
脱が不能であり、顧客による着脱は破壊行為を必要とするか、またはデバイスの保証を無
効にすることになる。このように、起伏のある表面は、一部の実施形態では、好ましくは
、携帯電話または他のハンドヘルド電子デバイスの元々のハウジングの一部である。
【００２８】
　用語、凹所および突出部は、本明細書で用いられる通り、横向き外側を向く凹所が、凹
所の側部を画定するように横向きに同じ方向に延びる２つの突出部間に画定されるように
、横方向に平面状態から逸脱することを指すのに好都合な用語である。このように、用語
、凹所および突出部は、別段の指定がない限り、相対的な空間の感覚で用いられ、それら
が形成される様式を伝えるものではない。概略的には、基材の元々の右側表面に材料を追
加することによって、またはここで突出部になる領域の両側にある基材の元々の右側表面
から材料を除去することによって、または対応する右を向く突出部を形成するように基材
の左側部を窪ませることによって、横を向く複数の突出部および凹所を生み出すためにジ
グザグ構成などになるように基材を曲げることによって、右への突出部を形成することが
できる。
【００２９】
　このように、横向きに延びる構造は、それを構築するための開始表面への突出部の追加
または取り付けなどによって形成される、従来の意味の突出部とすることができるが、開
始構成要素の元々の２つの部分の間にへこみまたは窪みが形成され、それにより、元々の
表面が両側のへこみにより相対的な突出部を形成することを含むこともできる。このよう
に、様々な製造技法のうちのいずれかを利用して、材料および所望の製造技法に応じて、
本明細書に開示される本発明の１つまたは複数の態様による、携帯電話本体の滑らかでな
い横面の突出部およびへこみを設けることができる。突出部は、特にポリマー製ハウジン
グの場合は、射出成形または他の成形技法によって形成することができる。突出部は、基
材の第１の側の圧痕および基材の反対側の対応する突出部を設けるように、スタンピング
、圧印加工、または他の圧縮ステップもしくは曲げステップによって形成することができ
る。この例では基材は、ハウジングの横表面を形成するように後でフレームに取り付けら
れる材料のストリップ（例えば、ステンレス鋼、チタン、アルミニウムまたは他の金属）
の形態とすることができる。あるいは、突出部は、粘着剤による接合、はんだ付け、ろう
付け、溶接もしくは他の接合技法による、または締まり嵌め構造などの機械的嵌合による
、またはネジ、リベットもしくは圧入構造などの留め具の使用による、基材への別個の構
成要素の取り付けによって形成することができる。あるいは、本明細書の本開示に鑑みて
、当業者によって理解されるように、突出部（および対応する、介在する凹所）は、研削
、切削、ＥＤＭ、レーザエッチングまたは他の機械加工もしくは除去技法などによって凹
所を形成するように基材から材料を除去することによって形成することができる。
【００３０】
　図２を参照すると、ハウジング１２の右側部２０の概略拡大図が示されている。左側部
は右側部の鏡像であっても鏡像でなくてもよい。右側部２０は、第１の突出部２８と第２
の突出部３０との間に位置決めされる少なくとも１つの凹所２６を有する起伏のある壁２
４を設けられる。少なくとも１つの凹所２６、および概して少なくとも約２、３、４、５
以上を右側部２０上に設けることができる。図１に示される実施形態では、凹所２６は４
つ示されている。
【００３１】
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　単一の凹所２６の追加の詳細を図３に関連して見ることができる。外側の境界３２とは
、第１の突出部２８および第２の突出部３０のそれぞれの頂点に接触する想像線である。
突出部が湾曲した表面を備える実施形態では、その外側の境界３２は、第１の突出部２８
および第２の突出部３０に対する接線を描くことになる。凹所２６の幅３４は、図３に示
される実装形態では、接点３８と４０との間で測定することができる。突出部が図１に示
されるような平坦な表面である実施形態では、凹所の幅３４は、凹所の壁が外側の境界３
２から離れて凹所の中央の方向に入る点の間で測定される。
【００３２】
　凹所は、外側の境界３２と凹所２６の最も深い点との間で測定される深さ４２を有する
と考えることもできる。
【００３３】
　凹所の幅３４は、概して、外側の境界線３２の方向に沿って測定されるハウジング１２
の高さ全体の、少なくとも約２％、多くの場合に少なくとも約４％または６％であり、一
部の実施形態では、その１０％以上にもなる。一部の実装形態では、幅３４は、所望の性
能に応じて、ハウジング１２の高さの少なくとも約３０％、一部の実装形態では、少なく
とも約５０％とすることができる。概して、各凹所２６の幅３４は、少なくとも約０．２
５インチ、多くの場合に少なくとも約０．５インチである。
【００３４】
　最も深い点で測定される凹所２６の深さ４２は、典型的には、約１ｍｍ超であり、多く
の場合に、少なくとも約２ｍｍもしくは３ｍｍまたはそれを超える。一部の実施形態では
、深さ４２は約４もしくは５ｍｍ、またはそれを超える。
【００３５】
　図１に示されるハウジングは線対称である。しかし、以下に説明するように非対称の構
成が望ましいことがある。図４を参照すると、左側部１８および右側部２０を有する図１
にあるような携帯電話ハウジングが示されている。しかし、左側部および右側部は、左側
部１８上に存在するより右側部上の凹所２６が少ないことによって線対称でない。本明細
書に開示される非対称の構成のいずれの鏡像も企図される。
【００３６】
　図示の実施形態では、第１の突出部２８と第２の突出部３０との間に単一の右側部凹所
２６が画定される。単一の凹所２６は幅３４が、電話の高さ全体の、少なくとも約３０％
、一部の実装形態では、少なくとも約５０％、少なくとも約７５％もしくは８５％、また
はそれを超える。この構成は、右手で操作するには最適な電話であると考えられることに
なる。当技術分野で理解されるように、手の構造は、親指の付け根に、母指球として知ら
れる大きい丸みのあるこぶを含む。これは、短母指外転筋によって盛り上がるひとまとま
りの筋肉の結果である。幅が少なくとも約１インチ、一部の実施形態では、少なくとも約
１．５インチもしくは２インチもしくは２．５インチまたはそれを超える凹所２６を設け
ることにより、母指球のためのクレードルを提供し、ハウジングの左側部１８上の複数の
別々の凹所２６は、個々の指のための個々のクレードルを提供する。凹所２６は電話ハウ
ジングの高さの中間点を中心に線対称であるように図４に示されるが、凹所２６の中間点
は、上縁部１４より下縁部１６に近くなるように下方向にずらすことができる。このよう
にして、携帯電話のためのハウジングは、ユーザの手によりぴったりと沿うことができ、
本明細書に開示される本発明のうちの少なくとも１つの、１つまたは複数の態様による携
帯電話形状因子は、ユーザによってしっかりと掴むことができる起伏のある把持部の形態
をとることができる。
【００３７】
　図５を参照すると、携帯電話ハウジングの凹所の実施形態により、ユーザが携帯電話を
掴んでいるときに指のそれぞれのための予測可能な着地点を提供できることが理解される
。従って、凹所２６の１つまたは複数に、電話または他のデバイスの様々な機能を制御す
る指用のボタンを配置することができる。ボタンまたは他の制御機構は、ボタンを作動さ
せることなく通常の使用状況でユーザが携帯電話を掴むことができるように十分に高い作
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動力閾値を設けられ得る。しかし、電話を掴むために通常用いられるよりも大きい圧縮力
を加える際に、ユーザは、所望に応じて選択的にボタンを作動させて電話の様々な機能を
制御することができる。
【００３８】
　このように、図５を参照すると、第１の凹所２６は、人差し指によって作動させるよう
にボタン５０などユーザが作動させる制御機構を設けられ得る。この例では、図示の携帯
電話は、ユーザの右手によって操作するように構成される。第２の凹所２６は、ユーザの
中指によって作動させる第２の制御機構５２を設けられ得る。ユーザの薬指および小指用
の追加のボタン（図示せず）を設けることができる。
【００３９】
　さらに、電話の右側部上の凹所２６は、ユーザの親指によって作動させるボタンまたは
他の制御機構５４を設けられ得る。親指制御機構５４は、約２インチ未満、好ましくは、
約１インチ未満離間する第１の突出部２８と第２の突出部３０との間に画定される凹所２
６内に位置決めすることができる。母指球用のクレードルを設けるために、先に説明した
ようなより大きい凹所２６が設けられる。
【００４０】
　比較的短い幅の凹所２６の実施形態が、図６に示されるような波形のまたは隆起のある
表面を有するように見え始めることができる。本実装形態では、電話の側壁に沿って実際
の幅１インチあたり少なくとも約５、少なくとも約１０、一部の実装形態では、少なくと
も約１５またはそれを超える凹所２６が存在することができる。ハウジングのプロフィル
の追加の例が、実質的に一定の曲率半径を有する複数の凹所を示す図７Ａに示される。
【００４１】
　図７Ａおよび図７Ｃを参照すると、上縁部１４、下縁部１６、左側部１８および右側部
２０を有する携帯電話などのハンドヘルドデバイスが示されている。左側部１８および右
側部２０はそれぞれ、本明細書においてほかの箇所でさらに詳細に論じられる、実質的に
一様の複数の凹所またはうねりを設けられる。図示の実施形態は線対称であり、第１の左
突出部６２が第１の右突出部６０の反対側に配設される。突出部６２および突出部６０は
一緒に、電話の長手方向軸を横断する線上に方向付けられる反対向きの突出部の対を画定
する。好ましくは、第１の突出部の対は、電話の上半分の位置に配置され、概して、電話
の全体の高さの上部１／３または上部２５％以内にある。
【００４２】
　第２の右突出部６４を第２の左突出部６６の反対側に設けることができる。右突出部６
０および６４は一緒に、それらの間を延びる凹所２６の範囲を画定する。第２の右突出部
６４および第２の左突出部６６は一緒に第２の突出部の対を形成し、その対は、電話の上
半分または３分の１以内に位置決めされる、左および右の凹所２６を画定する。第２の右
突出部６４および第２の左突出部６６の頂点は、電話の長手方向軸を横断する線を画定す
ることができ、その線は、電話の長手方向の中間点から、電話の全長の約±３０％からの
範囲内、一部の実施形態では、約±１５％からの範囲内、一部の実施形態では、約±５％
以内の点で、電話の長手方向軸を横切ることができる。
【００４３】
　図示の実施形態では、第３の右突出部６８が、第２対の凹所２６を画定するように第３
の左突出部７０の反対側に配設される。第４の右突出部および第４の左突出部、ならびに
第５の右突出部および第５の左突出部を、電話の所望の機能に応じて設けることができる
。
【００４４】
　図示の実施形態では、突出部の対は、電話の長手方向の中央線を中心に対称的に離間す
る。長手方向の長さが約６．２５インチの実施形態では、第２の右突出部６４および第２
の左突出部６６は、上縁部１４または下側縁部１６から約３．１２５インチの位置で電話
の中間点を横切る線上にある。本実施形態では、各凹所２６は実質的に一定の曲率半径を
有し、その曲率半径は、概して、約０．５インチから約２．５インチの範囲内、多くの場
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合に、約１．０インチから約２．０インチの範囲内にあり、一実装形態では、その半径は
約１．３インチから約１．８インチの範囲内にある。各凹所２６内の表面の曲率は、表面
の曲線が円の表面の一部分に実質的に一致するように実質的に一定とすることができる。
或いは、凹所２６の曲率は、楕円または円環の表面の一部分に一致する表面など、非円形
とすることもできる。本明細書で用いられる通り、半径とは、半径が一定の曲線の半径、
ならびに凹所２６の一定でない半径曲率に最もうまく収まる半径が一定の曲線の半径を指
す。
【００４５】
　隣接する突出部の頂点から凹所２６の曲線の表面に沿って測定される弧の長さは、概し
て、約０．５インチから約２．５インチの範囲内、多くの場合に、約１．０インチと２．
０インチとの間、または約１．２インチおよび約１．８インチ以内にある。
【００４６】
　線７２が、電話の長手方向軸に平行に測定される、上側縁部１４および下側縁部１６の
電話の幅を図示する。図示の実施形態の線７２は、突出部を含まない電話を囲繞する、最
もうまく収まる矩形の辺である。線７４は、隣接する突出部の頂点から頂点への接線に沿
って引かれる、電話の最も外側の幅の境界を図示する。このように、凹所２６は、電話の
外周を囲繞する、最もうまく収まる矩形の領域に対して、電話の壁から除去される材料の
領域を表すことができる。
【００４７】
　基準線７２と基準線７４との間の直線距離は、概して、少なくとも約０．０５０インチ
、多くの場合に、少なくとも約０．０６２５インチ、好ましくは、少なくとも約０．１２
５インチである。
【００４８】
　電話の前面プレートと背面プレートとを互いに連結するための第１のネジまたは他の留
め具７６を複数設けることができる。突出部内で右側部２０および左側部１８に沿って、
少なくとも２箇所の、好ましくは、少なくとも４箇所または６箇所の留め具７６を好都合
に位置決めすることができ、したがって、電話全体の大きさに対して電話の視聴面の幅を
最大にできるように、留め具７６を「ボードの外にある」状態で運ぶことが可能になる。
【００４９】
　第２組の留め具７８を、２箇所の留め具が視聴画面の上方に配置され、２箇所の留め具
が視聴画面の下方に配置されるように設けることができる。したがって、それら留め具は
、視聴画面を犠牲にすることなく、電話の中間線に向かって放射状に挿入することができ
る。カメラレンズ８４と同様に、視聴画面の上方に左上のスピーカ８０および右上のスピ
ーカ８２を設けることができる。左下のスピーカ８３および右下のスピーカ８６を設ける
ことができると共に、視聴画面の下方など電話上に少なくとも１つのマイクロフォンを設
けることができる。
【００５０】
　図７Ｄを参照すると、図７Ｃに示される実施形態の斜視図が示されている。図示の実施
形態では、前面プレート９０および後面プレート９２が、電話の電子部品を封入するよう
にサンドイッチ構成になるように中間フレーム９４によって離間する。封入された電子部
品チャンバを設けるために、前面プレート９０と後面プレート９２とを複数の留め具が互
いに締結する。
【００５１】
　好ましくは、カメラは、デバイス１０で使用される画像センサのサイズおよび支持電子
部品の容量に応じて、様々なおよび／または調整可能な解像度ならびにアスペクト比で、
例えば、限定されるものではないが、６１４４×３１６０画素またはそれを超える画素、
２：１、２．４：１、１６：９などのアスペクト比で、静止画像を取り込む能力と、限定
されるものではないが、例えば、６Ｋ（２：１、２．４：１）、５Ｋ（フルフレーム、２
：１、２．４：１およびアナモルフィック２：１）、４．５Ｋ（２．４：１）、４Ｋ（１
６：９、ＨＤ、２：１およびアナモルフィック２：１）、３Ｋ（１６：９、２：１および
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アナモルフィック２：１）、２Ｋ（１６：９、２：１およびアナモルフィック２：１）、
１０８０ｐ　ＲＧＢ（１６：９）、７２０ｐ　ＲＧＢ（１６：９）ならびに他の解像度お
よびフォーマット含む、最大約「６Ｋ」またはそれを超える解像度で動画像を取り込む能
力とを含む。さらに、デバイス１０は、圧縮ローモザイク画像センサデータ、十分にレン
ダリングされた圧縮ビデオデータ、および非圧縮ビデオデータを含む、いくつかの圧縮オ
プションを含むように構成することができる。オンボードメモリが、好ましくは、少なく
とも約６４ＧＢ、一実装形態では、少なくとも約１２８ＧＢの容量を備える。電話は、少
なくとも１つ、好ましくは、電話が２つ以上の電話番号を受け付けることが可能になるよ
うに２つ以上のＳＩＭカードを受け入れるスロットまたは空所を含む。カメラが２つ設け
られ、１つは電話の前面から外側を向き、１つは電話の後面から外側を向く。
【００５２】
　続けて図７Ａおよび図７Ｂを参照すると、デバイス１０は、任意選択で個人用の照明（
例えば、懐中電灯）または写真のために使用できる、照明を１つまたは複数含むことがで
きる。例えば、上記に記載するように、デバイス１０はカメラレンズ８４を含むことがで
きる。任意選択では、デバイス１０は、レンズ８４と同じ方向を向くデバイス１０の前面
に配設される照明デバイス２００を含むことができる。照明デバイス２００は、任意のタ
イプの照明デバイスとすることができ、一部の実施形態では、「フラッシュ撮影」に使用
されるような「フラッシュ」出力の強度が高くなるように構成される。さらに、一部の実
施形態では、照明デバイス２００は、ユーザの所望に応じて照明を供給するように、懐中
電灯モードなどで連続的に動作するように構成することもできる。同様に、照明デバイス
２００は、動画ビデオを記録するためのカメラレンズ８４の使用中に連続的に動作するよ
うに構成することができる。一部の実施形態では、照明デバイス２００は１つまたは複数
のＬＥＤの形態とすることができる。ＬＥＤに基づいた設計を含むこのタイプの照明デバ
イスの設計および動作は、当技術分野でよく知られている。
【００５３】
　任意選択では、図７Ａに示されるように、照明デバイス２００は、図８を参照しながら
以下に説明する第１のカメラ１５１に関連してカメラレンズ８４の周囲に沿って延びるこ
とができる。したがって、照明デバイス２００は、「リングライト」または「リングフラ
ッシュ」として知られる照明デバイスによってもたらされるのと同様の効果をもたらすこ
とができる。一部の実施形態では、照明デバイス２００は、ＬＥＤなど２つ以上の発光デ
バイスおよびつや消し表面を施した透明の材料などの光拡散器を用いて構築することがで
きる。さらに、照明デバイス２００は、そこから放射される光の色または温度に関して調
節可能になるように構成される発光デバイスを含むことができる。例えば、照明デバイス
２００内に含まれる発光デバイスは、典型的には写真に使用される「温度」の異なる白色
光を放射するように構成することができる。さらに、照明デバイス２００は、例えば、「
ＲＧＢ」ＬＥＤ発光デバイスを用いて、広範囲の異なる色の光を放射するように構成する
ことができる。このようなＬＥＤデバイスは、その動作制御と同様に、広く知られており
、市販されている。
【００５４】
　一部の実装形態では、デバイス１０は、照明デバイス２０２を含むことができる。図７
Ａに示される実施形態に示すように、照明デバイス２０２は、外周に沿って延びる構成を
含むことができる。例えば、照明デバイス２０２は、ディスプレイ２２の周りを延びるこ
とができる。照明デバイス２００と同様にまたは同じく、照明デバイス２０２は、ＬＥＤ
など複数の発光デバイスを用いて構築することができ、それら発光デバイスは、白色温度
のある範囲内で調節可能な白色または「ＲＧＢ」ＬＥＤ照明デバイスなどの広範囲の色と
することができる。さらに、照明デバイス２０２は、所望に応じて動画ビデオを記録する
などの個人的な照明の用途のための連続的なまたは実質的に連続的な出力のために、懐中
電灯モードまたは他のモードで写真のための「フラッシュ」モードを制御するように構成
することができる。さらに、デバイス１０は、デバイス１０からの音声出力と同期されて
も同期されなくてもよい光変更スキームなどのさらなる娯楽目的で照明デバイス２０２を
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動作させるためのプログラミングを含むことができる。このような制御オプションおよび
技法は当技術分野でよく知られている。
【００５５】
　照明デバイス２００、２０２の代替案としてまたは照明デバイス２００、２０２と組み
合わせて、デバイス１０は照明デバイス２０４を含むこともできる。図７Ａに示すように
、照明デバイス２０４は、デバイス１０の周囲の縁部に沿って配設することができる。図
示の実施形態では、照明デバイス２０４は、デバイス１０の外周の形状に沿ってたどり、
凹所２６の一部を含むかまたは画定する。さらに、照明デバイス２０２と同様に、照明デ
バイス２０４は、光画像デバイスによって放射される光を拡散するように半透明のカバー
で覆われるＬＥＤなど複数の発光デバイスを含むことができる。他の実施形態では、照明
デバイス２００、２０２、２０４のいずれかの代替案としてまたはそれらと組み合わせて
、デバイス１０は、上記で説明したネジ７６のうちの１つまたは複数の頂部に配置される
光画像デバイスを含むことができる。
【００５６】
　図７Ｂを参照すると、デバイス１０の背面は、図８を参照しながら以下に説明する、例
えば、第２のカメラ１５２と一緒に使用するためのカメラレンズ８５を含むことができる
。照明デバイス２００と同様のまたは同一の構成を用いて、デバイス１０は、レンズ８５
の周囲の一部にまたは全体に配設される光照明デバイス２０６を含むこともできる。さら
に、照明デバイス２０６の代替案としてまたはそれを組み合わせて、デバイス１０は、デ
バイス１０の背面の周囲に沿って延びる照明デバイス２０８を含むことができる。照明デ
バイス２０８は、照明デバイス２００、２０２、すなわち、上記で言及した４つのうちの
２つと同様にまたは同一になるように構築することができる。
【００５７】
　リング形状の照明デバイス２００、２０６、もしくは矩形の照明デバイス２０２、２０
４、２０８、またはさらにカメラレンズ８４、８５などのカメラレンズに対して複数の点
に配設される複数の照明デバイスの使用によってもたらされるようなより拡散される光の
放射特徴を照明デバイスに与えることによって、異なる照明の美しさを実現することがで
きる。一部の写真のための技法では、より拡散される照明の使用は、例えば、よりソフト
な縁部および／または他の効果を有する影を発生させることによって、改善される結果お
よび／またはより望ましい結果をもたらすことができる。
【００５８】
　図７Ｅを参照すると、一部の実装形態では、デバイス１０は、デバイス１０の前面に延
びない凹所２７を含むことができる。例えば、図７Ｅは、凹所２６が、デバイス１０の背
面ならびに側部１８、２０のうちの一方または両方に画定される凹所２７の形態にある代
替の実施形態を示す。図７Ｅは、デバイス１０の背面および左側部１８上に部分的に画定
される凹所２７を複数示す。しかし、デバイス１０の前面の左側部１８の間の縁部２９が
、概してまっすぐな線に沿って延びる。これは、図示の実施形態では、凹所２７が縁部２
９を越えてまたはデバイス１０の前面に延びることがないからである。このように、図７
Ｅに示されるデバイス１０の実施形態は、上面図では矩形になるように見え、言い換える
と、凹所２７は前面の上面図（図７Ａに対応する図）では概して見えないことになる。
【００５９】
　一部の実装形態では、凹所２７は、デバイス１０の厚さの約７５％の最大深さ３１を有
することができるが、他の深さを用いることもできる。さらに、凹所２７は、深さ３１の
大きさより小さいか、深さ３１の大きさとほぼ同じか、または深さ３１の大きさの最大２
から３倍の長さ３３を有することができる。しかし、凹所２７の他の構成を用いることも
できる。図７Ｅの実施形態の文脈では、凹所２７に隣接する一段高い領域が、間に凹所２
７を画定する突出部３５を左側部１８に形成するものと解釈することができる。
【００６０】
　図８は、本開示の実施形態によるデバイスの様々な追加の電子面および特性を示すブロ
ック図である。上記で説明した実施形態のハウジングは、様々な特性のいずれかを有する
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電子デバイスと共に利用することができ、以下は単なる例示であり、本発明を限定するも
のではない。可能性のある電子面の追加の詳細は、例えば、２０１４年２月２７日公開の
米国特許出願公開第２０１４／００５５３９４号に見ることができ、その内容はその全体
が本明細書に援用される。
【００６１】
　図８を参照すると、実施形態による携帯電話などの電子デバイス１００は、下位通信モ
ジュール１３０、コネクタ１６５およびイヤホン接続ジャック１６７などの外部接続デバ
イスを用いることによって、外部デバイスと接続することができる。「外部デバイス（ｅ
ｘｔｅｒｎａｌ　ｄｅｖｉｃｅ）」は、電子デバイスから着脱可能でありケーブルを介し
て電子デバイスに接続される、イヤホン、外部スピーカ、ユニバーサルシリアルバス（Ｕ
ＳＢ：Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｂｕｓ）メモリ、充電器、クレードル／ドッ
ク、デジタルマルチメディア放送（ＤＭＢ：Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　ｂ
ｒｏａｄｃａｓｔｉｎｇ）アンテナ、支払関連の電子デバイス、ヘルスケアデバイス（例
えば、血糖試験器）、ゲーム機、車両ナビゲーションなどの様々なデバイスを含むことが
できる。「外部デバイス」は、ＢＬＵＥＴＯＯＴＨ、つまり、ＢＬＵＥＴＯＯＴＨ　ＳＰ
ＥＣＩＡＬ　ＩＮＴＥＲＥＳＴ　ＧＲＯＵＰ，　ＩＮＣ．から市販される２．４ＧＨｚ帯
域の近距離無線通信技術、近距離場通信（ＮＦＣ：Ｎｅａｒ　Ｆｉｅｌｄ　Ｃｏｍｍｕｎ
ｉｃａｔｉｏｎ）などの近距離通信によって、電子デバイス１００に無線接続できる近距
離通信デバイスと、ＷＩ－ＦＩ　ＤＩＲＥＣＴ、つまり、ＷＩ－ＦＩ　ＡＬＬＩＡＮＣＥ
から市販されるコンピュータネットワーク上のデータ交換のための無線技術、無線アクセ
スポイント（ＡＰ：Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）などを用いる通信デバイスも含むことも
できる。さらに、外部デバイスは、携帯電話、スマートフォン、タブレットＰＣ、デスク
トップＰＣ、サーバなど任意の他のデバイスを含むことができる。
【００６２】
　図８を参照すると、電子デバイス１００は、ディスプレイユニット１９０およびディス
プレイコントローラ１９５を含む。電子デバイス１００は、コントローラ１１０、移動通
信モジュール１２０、下位通信モジュール１３０、マルチメディアモジュール１４０、カ
メラモジュール１５０、全地球測位システム（ＧＰＳ：Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎ
ｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）モジュール１５５、入力／出力モジュール１６０、センサモジュ
ール１７０、記憶装置１７５および電力供給装置１８０も含む。下位通信モジュール１３
０は、無線ローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ：Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｌｏｃａｌ　Ａ
ｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）１３１および近距離通信モジュール１３２のうちの少なくとも
１つを含み、マルチメディアモジュール１４０は、放送通信モジュール１４１、音声再生
モジュール１４２および動画再生モジュール１４３のうちの少なくとも１つを含む。カメ
ラモジュール１５０は、第１のカメラ１５１、第２のカメラ１５２、第３のカメラ１５３
のうちの少なくとも１つを含み、入力／出力モジュール１６０は、ボタン１６１、マイク
ロフォン１６２、スピーカ１６３、振動モータ１６４、コネクタ１６５、およびキーパッ
ド１６６のうちの少なくとも１つを含む。一部の実装形態では、第２のカメラ１５２およ
び第３のカメラ１５３は、両方とも、３‐Ｄのスチル写真撮影または動画ビデオを含む様
々なタイプの写真用ツールならびに他のタイプの部材を収容するようにデバイス１０の背
面に配設することができる。さらに、電子デバイス１００は照明を１つまたは複数含むこ
とができ、例えば、上記で説明した照明２００、２０２、２０４は「第１の照明」として
概略的に図示される。さらに、照明デバイス２０６、２０８は「第２の照明」として概略
的に図示される。
【００６３】
　コントローラ１１０は、中央処理装置（ＣＰＵ：Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎ
ｇ　Ｕｎｉｔ）１１１、電子デバイス１００を制御するためにオペレーティングシステム
（ＯＳ：Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）などの制御プログラムを格納するリードオ
ンリーメモリ（ＲＯＭ：Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）１１２、外部供給源から入
力される信号もしくはデータを格納するための、または電子デバイス１００内の作業結果



(15) JP 2017-511633 A 2017.4.20

10

20

30

40

50

のメモリ空間として使用されるためのランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ：Ｒａｎｄｏｍ　
Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）１１３を含むことができる。ＣＰＵ１１１は、シングルコ
ア、デュアルコア、トリプルコアまたはクアッドコアを含むことができる。ＣＰＵ１１１
、ＲＯＭ１１２、およびＲＡＭ１１３は内部バスを介して互いに接続することができる。
【００６４】
　コントローラ１１０は、移動通信モジュール１２０、下位通信モジュール１３０、マル
チメディアモジュール１４０、カメラモジュール１５０、ＧＰＳモジュール１５５、入力
／出力モジュール１６０、センサモジュール１７０、記憶装置１７５、電力供給装置１８
０、ディスプレイユニット１９０およびディスプレイコントローラ１９５を制御すること
ができる。
【００６５】
　移動通信モジュール１２０は、コントローラ１１０の制御下で、少なくとも１対１型ア
ンテナまたは１対多型アンテナを用いる移動通信によって電子デバイス１００を外部デバ
イスに接続する。移動通信モジュール１２０は、電子デバイス１００に入力された電話番
号を有する電話で、音声通話、テレビ電話会議、ショートメッセージサービス（ＳＭＳ：
Ｓｈｏｒｔ　Ｍｅｓｓａｇｅ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）メッセージ、またはマルチメディアメッ
セージサービス（ＭＭＳ：Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｍｅｓｓａｇｅ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）メ
ッセージのための無線信号を、携帯電話、スマートフォン、タブレットＰＣ、または別の
デバイスに送信／から受信する。
【００６６】
　下位通信モジュール１３０は、ＷＬＡＮモジュール１３１および近距離通信モジュール
１３２のうちの少なくとも１つを含むことができる。例えば、下位通信モジュール１３０
は、ＷＬＡＮモジュール１３１もしくは近距離通信モジュール１３２のいずれか、または
両方を含むことができる。
【００６７】
　ＷＬＡＮモジュール１３１は、コントローラ１１０の制御下で無線アクセスポイント（
ＡＰ）がある場所でＩｎｔｅｒｎｅｔに接続することができる。ＷＬＡＮモジュール１３
１は、ＷＬＡＮアメリカ電気電子通信学会（ＩＥＥＥ：Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｌ
ｅｃｔｒｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ）８０２．１
１ｘ規格をサポートする。近距離通信モジュール１３２は、コントローラ１１０の制御下
で電子デバイス１００と画像レンダリングデバイスとの間の近距離通信を実行することが
できる。近距離通信は、ＢＬＵＥＴＯＯＴＨ、つまり、ＢＬＵＥＴＯＯＴＨ　ＳＰＥＣＩ
ＡＬ　ＩＮＴＥＲＥＳＴ　ＧＲＯＵＰ，　ＩＮＣ．から市販される２．４ＧＨｚ帯域の近
距離無線通信技術、赤外線通信協会（ＩｒＤＡ：Ｉｎｆｒａｒｅｄ　Ｄａｔａ　Ａｓｓｏ
ｃｉａｔｉｏｎ）、ＷＩ－ＦＩ　ＤＩＲＥＣＴ、ＷＩ－ＦＩ　ＡＬＬＩＡＮＣＥから市販
されるコンピュータネットワーク上のデータ交換のための無線技術、ＮＦＣなどと互換性
のある通信を含むことができる。
【００６８】
　電子デバイス１００は、電子デバイス１００の性能要件に基づいて、移動通信モジュー
ル１２０、ＷＬＡＮモジュール１３１および近距離通信モジュール１３２のうちの少なく
とも１つを含むことができる。例えば、電子デバイス１００は、電子デバイス１００の性
能要件に基づいて、移動通信モジュール１２０、ＷＬＡＮモジュール１３１および近距離
通信モジュール１３２の組み合わせを含むことができる。
【００６９】
　マルチメディアモジュール１４０は、放送通信モジュール１４１、音声再生モジュール
１４２または動画再生モジュール１４３を含むことができる。放送通信モジュール１４１
は、コントローラ１１０の制御下で、放送通信アンテナを通して放送局から送信される放
送信号（例えば、テレビジョン放送信号、ラジオ放送信号またはデータ放送信号）および
追加の放送情報（例えば、電子番組ガイド（ＥＰＧ：Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｐｒｏｇｒａｍ
　Ｇｕｉｄｅ）または電子サービスガイド（ＥＳＧ：Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｓｅｒｖｉｃｅ
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　Ｇｕｉｄｅ）を受信することができる。音声再生モジュール１４２は、コントローラ１
１０の制御下で格納または受信されるデジタルオーディオファイル（例えば、ｍｐ３、ｗ
ｍａ、ｏｇｇまたはｗａｖ（ｗａｙ）などの拡張子を有するファイル）を再生することが
できる。動画再生モジュール１４３は、コントローラ１１０の制御下で格納または受信さ
れるデジタルビデオファイル（例えば、ｍｐｅｇ、ｍｐｇ、ｍｐ４、ａｖｉ、ｍｏｖ（ｍ
ｏｖｅ）またはｍｋｖなどの拡張子を有するファイル）を再生することができる。動画再
生モジュール１４３はデジタルオーディオファイルを再生することもできる。
【００７０】
　マルチメディアモジュール１４０は、放送通信モジュール１４１を除いて、音声再生モ
ジュール１４２および動画再生モジュール１４３を含むことができる。マルチメディアモ
ジュール１４０の音声再生モジュール１４２または動画再生モジュール１４３をコントロ
ーラ１１０に含むことができる。
【００７１】
　カメラモジュール１５０は、コントローラ１１０の制御下で、静止画像またはビデオ画
像を取り込む第１のカメラ１５１および第２のカメラ１５２のうちの少なくとも１つを含
むことができる。さらに、第１のカメラ１５１または第２のカメラ１５２は、画像を取り
込むためのある量の光を供給する補助光源（例えば、フラッシュ）をそれぞれ含むことが
できる。第１のカメラ１５１は電子デバイス１００の前面に配置することができ、第２の
カメラ１５２は電子デバイス１００の背面に配置することができる。あるいは、第１のカ
メラ１５１および第２のカメラ１５２は、３次元（３Ｄ）静止画像または３Ｄビデオ画像
を取り込むように、互いに隣接するようにそれぞれ配置される（例えば、第１のカメラ１
５１と第２のカメラ１５２との間の距離はそれぞれ１ｃｍから８ｃｍの範囲とすることが
できる）。
【００７２】
　ＧＰＳモジュール１５５は、地球周回軌道の複数のＧＰＳ衛星から無線信号を受信し、
ＧＰＳ衛星から電子デバイス１００への到着時間を用いることによって電子デバイス１０
０の位置を算定することができる。
【００７３】
　入力／出力モジュール１６０は、複数のボタン１６１、マイクロフォン１６２、スピー
カ１６３、振動モータ１６４、コネクタ１６５およびキーパッド１６６のうちの少なくと
も１つを含むことができる。
【００７４】
　ボタン１６１のうちの少なくとも１つは、電子デバイス１００のハウジングの前面、側
面または背面に配置することができ、電源／ロックボタン、音量ボタン、メニューボタン
、ホームボタン、戻るボタンおよび検索ボタンのうちの少なくとも１つを含むことができ
る。
【００７５】
　マイクロフォン１６２は、コントローラ１１０の制御下で、声または音を受信すること
によって電気信号を発生させる。
【００７６】
　スピーカ１６３は、コントローラ１１０の制御下で、移動通信モジュール１２０、下位
通信モジュール１３０、マルチメディアモジュール１４０またはカメラモジュール１５０
からの様々な信号（例えば、無線信号、放送信号、デジタルオーディオファイル、デジタ
ルビデオファイルまたは写真撮影信号）に対応する音を外部に出力することができる。ス
ピーカ１６３は、電子デバイス１００によって行われる機能に対応する音（例えば、ボタ
ン押し音または呼び出し音）を出力することができる。電子デバイス１００のハウジング
上またはハウジング内の少なくとも１つの位置に１つまたは複数のスピーカ１６３を配置
することができる。
【００７７】
　振動モータ１６４は、コントローラ１１０の制御下で、電気信号を機械振動に変換する
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ことができる。例えば、振動モードの電子デバイス１００は、別のデバイスから音声呼び
出しを受けるときに振動モータ１６４を動作させる。電子デバイス１００のハウジングの
内側に少なくとも１つの振動モータ１６４があってよい。振動モータ１６４は、ディスプ
レイユニット１９０上のユーザのタッチ行為または連続するタッチに応答して動作するこ
とができる。
【００７８】
　コネクタ１６５は、電子デバイス１００を外部のデバイスまたは電源に接続するインタ
ーフェースとして用いることができる。コントローラ１１０の制御下で、電子デバイス１
００は、コネクタ１６５に接続されるケーブルを介して、電子デバイス１００の記憶装置
１７５に格納されるデータを外部デバイスに送信するか、または外部デバイスからデータ
を受信することができる。さらに、電子デバイス１００は、コネクタ１６５に接続される
ケーブルを介して電源から電力を受けることができるか、または電源を用いてバッテリを
充電することができる。
【００７９】
　キーパッド１６６は、電子デバイス１００を制御するためにユーザからキー入力を受信
することができる。キーパッド１６６は、電子デバイス１００上に形成される機械キーパ
ッドまたはディスプレイユニット１９０上に表示される仮想キーパッドを含む。電子デバ
イス１００に形成される機械キーパッドは、任意選択で、電子デバイス１００の性能要件
または構造に応じて電子デバイス１００の実装形態から省略することができる。
【００８０】
　イヤホン接続ジャック１６７にイヤホンを挿入することができ、したがって、そのイヤ
ホンを電子デバイス１００に接続することができる。
【００８１】
　電子デバイス１００にスタイラスペン１６８を挿入し、着脱可能なように保持すること
ができ、そのスタイラスペン１６８を電子デバイス１００から抜き出し、取り外すことが
できる。
【００８２】
　スタイラスペン１６８の取り付けおよび取り外しに応答して動作するペン着脱認識スイ
ッチ １６９が、電子デバイス１００内のうちスタイラスペン１６８が着脱可能なように
保持される領域に設けられ、スタイラスペン１６８の取り付けまたは取り外しに対応する
信号をコントローラ１００に送る。ペン着脱認識スイッチ１６９は、スタイラスペン１６
８がその領域に挿入されると、スタイラスペン１６８と直接的または間接的な接触を有す
ることができる。ペン着脱認識スイッチ１６９は、直接的または間接的な接触に基づいて
スタイラスペン１６８の取り付けまたは取り外しに対応する信号を発生させ、その信号を
コントローラ１１０に供給する。
【００８３】
　センサモジュール１７０は、電子デバイス１００の状態を検出するセンサを少なくとも
１つ含む。例えば、センサモジュール１７０は、電子デバイス１００へのユーザの接近を
検出する近接センサと、電子デバイス１００の周辺光の量を検出する照明センサと、電子
デバイス１００のモーション（例えば、電子デバイス１００の回転、電子デバイス１００
に加えられる加速または振動）を検出するモーションセンサと、地球磁場を用いてコンパ
スの先を検出する地磁気センサと、重力の方向を検出する重力センサと、大気圧を測定す
ることによって高度を検出する高度計とを含むことができる。少なくとも１つのセンサが
、状態を検出し、対応する信号を発生させて、コントローラ１１０に送信することができ
る。センサモジュール１７０のセンサは、電子デバイス１００の電子デバイス１００の性
能要件に応じて追加または着脱することができる。
【００８４】
　記憶装置１７５は、コントローラ１１０の制御下で、移動通信モジュール１２０、下位
通信モジュール１３０、マルチメディアモジュール１４０、カメラモジュール１５０、Ｇ
ＰＳモジュール、入力／出力モジュール１６０、センサモジュール１７０、ディスプレイ
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ユニット１９０によって入力／出力される信号またはデータを格納することができる。記
憶装置１７５は、電子デバイス１００またはコントローラ１１０を制御するための制御プ
ログラムおよびアプリケーションを格納することができる。
【００８５】
　用語「記憶装置（ｓｔｏｒａｇｅ）」は、記憶装置１７５を指し、コントローラ１１０
のＲＯＭ１１２、ＲＡＭ１１３、または電子デバイス１００にインストールされるメモリ
カード（例えば、セキュアデジタル（ＳＤ：Ｓｅｃｕｒｅ　Ｄｉｇｉｔａｌ）カード、メ
モリスティックなど）も指す。記憶装置は、不揮発性メモリ、揮発性メモリ、ハードディ
スクドライブ（ＨＤＤ：Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｃ　Ｄｒｉｖｅ）、半導体ドライブ（ＳＳＤ：
Ｓｏｌｉｄ　Ｓｔａｔｅ　Ｄｒｉｖｅ）などを含むこともできる。
【００８６】
　電力供給装置１８０は、コントローラ１１０の制御下で、電子デバイス１００のハウジ
ング内に配置される少なくとも１つのバッテリに電力を供給することができる。少なくと
も１つのバッテリは電子デバイス１００に電力供給する。電力供給装置１８０は、コネク
タ１６５に接続されるケーブルを介して外部電源から入力される電力を電子デバイス１０
０に供給することができる。電力供給装置１８０は、無線充電技術を用いて外部電源から
無線電力を電子デバイス１００に供給することもできる。
【００８７】
　ディスプレイコントローラ１９５は、コントローラ１１０によって処理される情報（例
えば、電話、データ伝送、放送または撮影を行うために生み出される情報）を受信し、そ
の情報をディスプレイユニット１９０上に表示されるデータに変換し、そのデータをディ
スプレイユニット１９０に供給する。ディスプレイユニット１９０は、ディスプレイコン
トローラ１９５から受信されるデータを表示する。例えば、通話モードでは、ディスプレ
イユニット１９０は、呼び出しに対するユーザインタフェース（ＵＩ：Ｕｓｅｒ　Ｉｎｔ
ｅｒｆａｃｅ）またはグラフィックユーザインターフェース（ＧＵＩ：Ｇｒａｐｈｉｃ　
Ｕｓｅｒ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）を表示することができる。ディスプレイユニット１９０
は、液晶ディスプレイ、薄膜トランジスタ液晶ディスプレイ、有機発光ダイオード、フレ
キシブルディスプレイ、３Ｄディスプレイ、電気泳動ディスプレイなどのうちの少なくと
も１つを含むことができる。
【００８８】
　ディスプレイユニット１９０は、出力デバイスとして、さらに入力デバイスとしても使
用することができ、後者の場合、タッチスクリーンとして動作するようにタッチスクリー
ンパネルを有することができる。ディスプレイユニット１９０は、ＵＩまたはＧＵＩへの
少なくとも１つのタッチに対応するアナログ信号を、ディスプレイコントローラ１９５に
送ることができる。ディスプレイユニット１９０は、ユーザの身体的接触による（例えば
、親指を含む指による）、またはタッチ可能な入力デバイス（例えば、スタイラスペン）
による少なくとも１つのタッチを検出することができる。ディスプレイユニット１９０は
、少なくとも１つのタッチの中のタッチのドラッギングの動きを受信し、ドラッギングの
動きに対応するアナログ信号をディスプレイコントローラ１９５へ送信することができる
。ディスプレイユニット１９０は、例えば、抵抗法、容量法、赤外線法、音波法などで少
なくとも１つのタッチを検出するように実装することができる。
【００８９】
　用語「タッチ（ｔｏｕｃｈ）」は、ユーザの身体的な接触またはタッチ可能な入力デバ
イスを用いた接触による物理的なタッチに限定されるものではなく、タッチしない近接を
含むこともできる（例えば、ディスプレイユニット１９０とユーザの身体またはタッチ可
能な入力デバイスとの間で検出可能な距離を１ｍｍ未満に維持する）。ディスプレイユニ
ット１９０から検出可能な距離は、電子デバイス１００の性能要件または電子デバイス１
００の構造に応じて変更することができ、より具体的には、ディスプレイユニット１９０
は、タッチ事象がユーザの身体またはタッチ可能な入力デバイスとの接触と、接触なしの
入力（例えば、ホバリング事象）とによって起きたことを区別して検出するように、タッ
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チ検出およびホバリング検出のための異なる値（例えば、電流値）を出力することができ
る。さらに、ディスプレイユニット１９０は、ホバリング事象が起きる位置からの距離に
対してホバリング検出について異なる値（例えば、電流値）を出力することができる。
【００９０】
　ディスプレイコントローラ１９５は、ディスプレイユニット１９０から受信するアナロ
グ信号をデジタル信号（例えば、タッチパネルまたはディスプレイスクリーン上のＸＹ座
標）に変換し、そのデジタル信号をコントローラ１１０に送信する。コントローラ１１０
は、ディスプレイコントローラ１９５から受信するデジタル信号を使用することによって
ディスプレイユニット１９０を制御することができる。例えば、タッチ事象またはホバリ
ング事象に応答して、コントローラ１１０は、ディスプレイユニット１９０上に表示され
るショートカットアイコンを選択可能または実行可能にすることができる。ディスプレイ
コントローラ１９５は、コントローラ１１０に組み込むこともできる。
【００９１】
　さらに、ディスプレイコントローラ１９５は、ディスプレイユニット１９０を通して出
力される値（例えば、電流値）を検出することによってホバリング事象が起きる位置とデ
ィスプレイユニット１９０との間の距離を判定し、判定された（例えば、Ｚ座標による）
距離をデジタル信号変換し、そのデジタル信号をコントローラ１１０に供給することがで
きる。
【００９２】
　さらに、実装形態に応じて、電子デバイス１００はディスプレイユニットを２つ以上有
することができる。
【００９３】
　ディスプレイユニット１９０は、ユーザの身体またはタッチ可能な入力デバイスによっ
てタッチスクリーンパネルへのタッチまたは近接を検出して、ユーザの身体またはタッチ
可能な入力デバイスによる入力を両方同時に受信するように、タッチスクリーンパネルを
少なくとも２つ含むことができる。少なくとも２つのタッチスクリーンパネルは、ディス
プレイコントローラ１９５に異なる出力値を供給し、ディスプレイコントローラ１９５は
、少なくとも２つのタッチスクリーンパネルから入力される値を異なるように認識するこ
とによって、タッチスクリーンを通したユーザの身体による入力とタッチ可能な入力デバ
イスによる入力を見分けることができる。
【００９４】
　図１～図７Ｅに関連して説明されるものを含む、本明細書に記載されるハンドヘルド電
子デバイスはいずれも、図８に関連して図示および説明される構成要素のうちの一部また
は全部ならびに対応する機能を組み込むことができる。さらに、本明細書に図示および説
明される一定の電子デバイスは携帯電話であるが、他のハンドヘルド電子デバイスの実施
形態は携帯電話ではなく、電話能力を含まない。例えば、一部の実施形態は、図１～図７
Ｅのいずれかに関連して図示および説明されるデバイスと同じかまたは同様の外装を有す
るが、タブレットコンピュータデバイスまたはデジタルカメラの場合などでは電話能力は
含まない。それでも、このような実施形態は、コントローラ１１０、タッチスクリーン１
９０およびタッチスクリーンコントローラ１９５、カメラモジュール１５０マルチメディ
アモジュール１４０、下位通信モジュール１３０、第１の照明２００、２０２、２０４、
第２の照明２０６、２０８、ＧＰＳモジュール１５５、Ｉ／Ｏモジュール１６０、および
メモリ１７６のうちの１つまたは複数またはそれらの一部など、図８に関連して説明され
る電話でない構成要素および機能のどの組み合わせも含むことができる。
【００９５】
　本明細書で用いられる通り、項目リストのうちの「～のうちの少なくとも１つ（ａｔ　
ｌｅａｓｔ　ｏｎｅ　ｏｆ）」に言及する句は単一の部材を含むそれら項目のどの組み合
わせも指す。一例として、「ａ、ｂまたはｃのうちの少なくとも１つ（ａｔ　ｌｅａｓｔ
　ｏｎｅ　ｏｆ：ａ、ｂ，　ｏｒ　ｃ）」は、ａ、ｂ、ｃ、ａ－ｂ、ａ－ｃ、ｂ－ｃおよ
びａ－ｂ－ｃを包含するものとする。
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【００９６】
　本明細書に開示される実装形態に関連して説明される様々な例示的な論理、論理ブロッ
ク、モジュール、回路およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータ
ソフトウェアまたはそれらの組み合わせとして実装することができる。ハードウェアとソ
フトウェアとの互換性を機能面から概略的に説明し、上記で説明した様々な例示的な構成
要素、ブロック、モジュール、回路およびステップにおいて図示した。このような機能が
ハードウェアに実装されるかソフトウェアに実装されるかは、システム全体に課される特
定のアプリケーションおよび設計の制約に応じて変わる。
【００９７】
　本明細書に開示される態様に関連して説明される様々な例示的な論理、論理ブロック、
モジュールおよび回路を実装するために使用されるハードウェアおよびデータ処理装置は
、本明細書に説明される機能を実行するように設計されるシングルチッププロセッサもし
くはマルチチッププロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ：ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉ
ｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ：ａｐｐｌｉｃａｔ
ｉｏｎ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ）、フィールドプロ
グラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ：ｆｉｅｌｄ　ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｇａｔｅ
　ａｒｒａｙ）もしくは他のプログラム可能な論理デバイス、ディスクリートゲートもし
くはトランジスタ論理、ディスクリートハードウェアコンポーネント、またはそれらの任
意の組み合わせを用いて実装または実行することができる。プロセッサは、マイクロプロ
セッサでもよく、任意のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラまたは状態機
械でもよい。ＤＳＰおよびマイクロプロセッサ、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳＰコア
と関連する１つまたは複数のマイクロプロセッサ、または任意の他のこのような構成の組
み合わせなど、電子デバイスの組み合わせとして、プロセッサを実装することもできる。
一部の実装形態では、特定のステップおよび方法は、所与の機能に特有の回路によって行
うことができる。
【００９８】
　１つまたは複数の態様では、説明される機能は、本明細書に開示される構造もしくはそ
れらの等価物含む、ハードウェア、デジタル電子回路、コンピュータソフトウェア、ファ
ームウェアに、またはそれらの任意の組み合わせに実装することができる。本明細書に説
明される主題の実装形態は、１つまたは複数のコンピュータプログラム、例えば、データ
処理装置によって実行されるようにまたはその動作を制御するために、コンピュータ記憶
装置メディア上でコード化されるコンピュータプログラム命令の１つまたは複数のモジュ
ールとして、実装することができる。
【００９９】
　ソフトウェアに実装される場合は、それら機能は、コンピュータ可読媒体上の１つまた
は複数の命令またはコードに格納するかまたはそれらを介して送信することができる。本
明細書に開示される方法のステップまたはアルゴリズムは、コンピュータ可読媒体に常駐
できる、プロセッサが実行可能なソフトウェアモジュールに実装することができる。コン
ピュータ可読媒体は、コンピュータ記憶装置媒体も、コンピュータプログラムをある場所
から別の場所に送信することを可能にできる任意の媒体を含む通信媒体も含む。記憶装置
媒体は、コンピュータによってアクセスできる入手可能な、どの媒体でもよい。限定では
なく一例として、このようなコンピュータ可読媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、
ＣＤ－ＲＯＭもしくは他の光ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置もしくは他の磁気
記憶デバイス、または命令もしくはデータ構造の形態で所望のプログラムコードを格納す
るために使用でき、コンピュータによってアクセスできる、任意の他の媒体を含むことが
できる。上記のものの組み合わせはコンピュータ可読媒体の範囲内に含むことができる。
さらに、方法またはアルゴリズムの動作は、コンピュータプログラム製品に組み込むこと
ができる機械可読媒体およびコンピュータ可読媒体上に、１つの、または任意の組み合わ
せの、または１組のコードおよび命令として常駐することができる。
【０１００】
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　本開示で説明される実装形態の様々な修正形態は当業者なら容易に理解することができ
、本明細書で定義される包括的な原理は、本開示の精神または範囲から逸脱することなく
他の実装形態に利用することができる。したがって、特許請求の範囲は、本明細書に示さ
れる実装形態に限定されるものではなく、本明細書に開示される本開示、原理および新規
の特性と合う最も広い範囲に合致すべきである。
【０１０１】
　本明細書で別々の実装形態の文脈で説明されるある一定の特性を、単一の実装形態に組
み合わせて実装することもできる。逆に、単一の実装形態の文脈で説明される様々な特性
を、複数の実装形態で別々にまたは任意の適切な下位の組み合わせで実装することもでき
る。さらに、各特性は、ある一定の組み合わせで作用するように上記で説明し、さらに最
初にそのように特許請求されるが、場合によっては、特許請求される組み合わせによる１
つまたは複数の特性をその組み合わせから削除することができ、特許請求される組み合わ
せは下位の組み合わせまたは下位の組み合わせの改変形態を対象とすることが可能である
。
【０１０２】
　文脈上異なる解釈を明白に要する場合を除き、本明細書および特許請求の範囲全体を通
して、文言「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｅ）」「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」などは
、排他的または網羅的な意味とは対照的な；すなわち、「含むが、限定されない（ｉｎｃ
ｌｕｄｉｎｇ　ｂｕｔ　ｎｏｔ　ｌｉｍｉｔｅｄ　ｔｏ）」の意味で、包含的な意味に解
釈すべきである。文言「結合される（ｃｏｕｐｌｅｄ）」は、本明細書で一般に用いられ
るように、直接的に結合できるか、または１つまたは複数の中間の要素によって結合でき
る、２つ以上の要素を指す。同様に、文言「接続される（ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ）」は、本
明細書で一般に用いられるように、直接的に接続できるか、または１つまたは複数の中間
の要素によって接続できる２つ以上の要素を指す。さらに、文言「本明細書で（ｈｅｒｅ
ｉｎ）」「上記（ａｂｏｖｅ）」「以下（ｂｅｌｏｗ）」および同様の趣旨の文言は、本
願で用いられるときは、本願の特定の部分ではなく、本願を全体的に指すものとする。分
脈上可能な場合、単数または複数を用いる上記の発明を実施するための形態における文言
は、それぞれ複数または単数を含むこともできる。２つ以上の項目のリストに関して文言
「または（ｏｒ）」は、その文言の以下の解釈の全てをカバーする：リスト中の項目のい
ずれか、リスト中の項目の全て、およびリスト中の項目の任意の組み合わせ。
【０１０３】
　さらに、とりわけ「できる（ｃａｎ）」「可能性がある（ｃｏｕｌｄ）」「場合がある
（ｍｉｇｈｔ）」「有り得る（ｃａｎ）」「例えば（ｅ．ｇ．，）」「例えば（ｆｏｒ　
ｅｘａｍｐｌｅ）」「など（ｓｕｃｈ　ａｓ）」または同様の文言など、本明細書で用い
られる条件の文言は、特に別段の言明がない限りまたはそうでなければ使用される通りに
文脈内で理解されない限り、概して、ある一定の実施形態はある一定の特性、要素および
／または状態を含むが、他の実施形態はそれらを含まないことを伝えるものである。した
がって、このような条件の文言は、概して、特性、要素および／もしくは状態が１つもし
くは複数の実施形態に多少なりとも必要とされること、または、著者の入力もしくは促進
の有無にかかわらず、これら特性、要素および／もしくは状態が任意の特定の実施形態に
含まれるかもしくはそれら実施形態で行われるかを決定するロジックを１つもしくは複数
の実施形態が必ず含むことを示唆するものではない。
【０１０４】
　上記に詳述した実施形態の説明は、排他的なものでもなく、上記で開示された厳密な形
態に限定するものでもない。特定の実施形態および例を例示の目的で上記に説明したが、
様々な等価な修正形態が、当業者が認識するように本明細書で説明される本発明の範囲内
で可能である。例えば、プロセスまたはブロックが所与の順序で提示されるが、代替の実
施形態が、異なる順序で、各ステップを有するルーチンを行ってもよく、各ブロックを有
するシステムを採用してもよく、一部のプロセスまたはブロックを削除、移動、追加、細
分、組み合わせかつ／または修正することができる。これらプロセスまたはブロックのそ
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れぞれは、様々な異なる形で実装することができる。さらに、プロセスまたはブロックが
場合によっては順次行われるように示されるが、その代わりに、これらプロセスまたはブ
ロックは並行して行うこともでき、それぞれ異なる時間に行うこともできる。
【０１０５】
　本明細書で提示される教示は、上記で説明したシステムだけでなく、他のシステムにも
利用することができる。上記で説明した様々な実施形態の要素および作用は、さらなる実
施形態を提供するために組み合わせることができる。
【０１０６】
　本発明のある一定の実施形態が説明されたが、これら実施形態は、単なる一例として提
示されており、本開示の範囲を限定するものではない。実際に、本明細書に説明される新
規の方法およびシステムを様々な他の形態で実施することができ；さらに、本明細書に説
明される方法およびシステムの形態に様々な省略、代用および変更を本開示の精神から逸
脱することなく行うことができる。添付の特許請求の範囲およびそれらの等価物は、本開
示の範囲および精神の範囲内に包含されるそのような形態または修正形態を包含するもの
である。

 

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７Ａ】 【図７Ｂ】

【図７Ｃ】 【図７Ｄ】
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